第２１回　第５部会（都市整備）　
（第１３回景観・緑化条例策定プロジェクト会議）概要

日　時：平成２０年７月１４日（月）午後６時００分～午後７時４０分
出席者：和田浩一、石亀裕、小笠原春一、近井一夫、大平定子、南部敏子、河村信義、黒澤友義、福川善衍
事務局：企画Ｇ 五島主幹・山谷主査、土木公園Ｇ 矢吹主幹・福地主査
内　容：１．会議内容
　　　　　（１）組織について
２．次回開催日、議題についての確認

配付資料：欠席メンバーからの意見書

１．会議内容

（１）組織について

　　　□　・他市町の条例を参考にみながら、組織の部分について話を進めていきたい。
　　　　　・自分が感じたことは、審議する場としての組織体と推進していく協議体、市民団体を認定してそれをバックアップする仕組み、大きく３つの組織がある。
　　　　　・委員は、市長から委嘱・任命するという形になっている。
　　　　　・皆さんから意見を伺いたい。
　　　□　・審議会方式というのは従来からあって、出された案を承認する形である。そういうものではなくて、前進していく、誰もが活動できる組織作りが好ましいと思う。

　　　　　・上川町のアドバイザーが主体となる方法がいいのかと思う。

　　　□　・審議会は、大きな問題が出たときや、条例が適切に運用されているかをチェックする機関だと思う。

　　　　　・例えば環境サイドでは環境保全市民会議がある。これが、活動推進機関として実際の活動をする組織になっている。

　　　　　・また、既存のボランティア団体をバックアップする仕組みを作る方法もある。

　　　　　・その３つを統合するのか、目的が別であるためそれぞれを独立機関として活動するのかの選択肢があると思う。

　　　□　・緑化推進協議会メンバーとして長く携わってきたが、成果があったと思う。そこで思ったのは、委嘱期間は２，３年という短い間隔ではなく、長く継続していく組織作りが必要。
　　　□　・他市町の事例では、市長が委嘱あるいは任命するという表現になっているが、違いはあるか。

　（事務局）・当市では委嘱という表現を使っているが、自治体独自の考えによるものであり、内容に違いはないと思う。
　　　□　・一般的な委嘱の方法は、行政の担当者が案を作って、それを市長が認めて委嘱するという流れになるのか。
　（事務局）・条例・規則等で人数、構成が決まっている。専門的知識が必要になるという判断があれば、それらの団体から推薦していただく方法も採っている。
　　　□　・選び方も今までの流れで良いのか。最終的には、行政のトップである市長の委嘱行為になるが、選び方も問題になるのではないか。
　　　□　・子供は自然の中で遊ぶことが一番であり、学校では教えることができないことを地域が行う必要がある。
　　　　　・緑化していく話しが盛んであるが、昔の自然が無くなってきている。金をかけて自然を破壊してきている。もっと考えて欲しいという思いだ。
　　　　　・自然を知っているのは、地元の年寄りや漁師の人だと思う。
　　　□　・生の声が出てくるような会議体にすべきという意見だと思う。
　　　□　・「組織図」の中で、環境保全市民会議は事業者・民間団体・公募市民が委員の資格条件になっているが、団体構成はどのようになっているのか。
　（事務局）・事業者団体として、登別市・商工会議所・観光協会・医師会・歯科医師会・農協・漁協・建設協会の８団体から、民間団体としては、衛団連・ＪＣ・連町・老人クラブ・消費者協会・登婦連（解散）・市民憲章・ヨシキリの会・モモンガくらぶ・社協・幌別川を育てる会・来馬川を愛する会・校長会・市Ｐ連・工学院・環づくり委員会の１６団体からの推薦者で構成されている。
　　　□　・主立った団体が殆ど入っている感じだ。
　　　　　・各団体から出されている委員が、出身団体に持ち帰り話しをしていればメンバーが替わったとしても、継続されていく。それが理想と思うが、それがなされていないのではないだろうか。
　　　　　・委員が団体に持ち帰り、内部で議論されてフィードバックする体制でないと今までと同じになってしまう。
　　　□　・環境保全市民会議には、企画部会というのがある。全ての事項について一堂に会して議論するのではなく、企画部会の中で会議の事前調整を行っている。
　　　□　・室蘭市には、市民活動センターという場がある。団体や会の情報を発信する、あるいは情報交流する仕組みが作られている。
　　　　　・室蘭市緑化審議会の委嘱を受けていたが、審議会はチェック機関である。全てのことを審議会にかける必要はないと思う。
　　　□　・全てを組織に入れる必要はないと思い聴いてみた。
　　　□　・当市の場合、市民団体の活動に対して助成しているケースはあるか。
　（事務局）・行政のジャンル毎に民間団体・市民団体は相当数ある。全てには補助・助成制度は届かない。
　　　□　・旭川市の事例で、民間団体を認定するとある。市の認定を受けることによる効果として、技術援助・補助金以外に団体の意識の高揚に繋がるのではないかと思う。
　　　□　・一つの目的を達成させるためには、先ほどの１６民間団体と８事業者団体の横のつながりが必要だ。共有する情報発信がなされていない。
　　　□　・団体間同士の横のつながりがあれば、それぞれの持っている知識なりが有効に活用され、色々なことができる。お金が無くとも目的は達成できる。
　　　□　・連絡・調整機能が必要だ、という内容だと思う。
　　　□　・連絡協議会の形態が良いと思う。
　　　　　・景観・緑化に関わるものとして、川・海・道路等あるが、川を考えた場合、幌別川あるいは鷲別川など身近な地域毎の小さな単位で見ると行動はできるが、しかし市全体としてどうするかを考える場合には、逆に行動は小さくなってしまう。それぞれの情報を発信する場や交流する場としての会が必要になるのではないか。
　　　　　・また、新川町では歩道にプランターが置かれている、公園の芝もきれいに整備されている。それぞれが活動している。それらをバックアップ、助言等ができる会が必要になってくるのではないか。
　　　　　・団体に話しを持ち帰ってという話が出ていたが、団体に話しを持ち帰る場合は、骨子・原案のように形が見えている状況にないと協議・議論はできない。途中経過段階での持ち帰り協議は難しいと思う。
　　　□　・団体から人が出てきても地域のことが判らなければ話はまとまらない。地域からの視点も必要であり、この会で行ったバスツアーのように、地域を知ってもらうこと、実態把握が必要だ。
　　　□　・他市町を参考に考えると、①条例が守られているかをチェックし審議する組織、②環境サイドで見た場合では環境保全市民会議のように計画を推進する組織、③既存の市民団体をバックアップする認定制度がある。
　　　　　・分野（目的・役割）別の視点と地域別の視点も必要であるという意見であった。
　　　　　・お手元に配られている欠席された委員の意見としても、「単に団体の代表を入れるのは良くない」ということで同様な意見であると思う。
　　　　　・継続した会の運営をしていくためには、団体の代表が替わると言うことを考えた場合、行政の関与も組織体の継続を図るためには不可欠だと思う。
　（事務局）・情報交流の点で先ほど、室蘭市の市民活動センターの話が出ていたが、補足させていただくと、市民団体が打ち合わせの場として利用できる施設で、打ち合わせ用のテーブル、コピー機、展示ブース等の施設の内容である。一番の特徴は、レターケースを使った情報交流の仕組みがあることだと感じている。
　　　　　・レターケースの１つの抽斗を１つの市民団体が保有している。他の団体に情報を流したい場合等、他の団体の抽斗に情報紙を入れることによって情報交流できる仕組みになっている。
　　　□　・黒板一つあればそれを掲示板として利用できる、という市民自治推進委員会の他部会で話が出ていた。このプロジェクト会議ではなく、部会で取り上げたい話題である。
　　　□　・出席した者だけの情報になっている。審議会などで意見を求められても個人の意見であり、所属団体の意見ではない。
　　　□　・環境保全市民会議もたくさんの参加者を期待したが、募集が少なく残念な結果になっている。自分も団体の代表者として参加しているが、持ち帰って話しをしていない。形になっている結果を持ち帰らなければ、話を聞いてくれないのが実態。
　　　□　・他市町の条例と今日の意見を基にして条文の形付けをしたい。
２．次回開催日、議題についての確認

　　８月２５日（月）、午後６時から、市役所２階　第２委員会室

　　
議　題：条文素案について
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